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「いじめ防止対策推進法」 
（平成２９年 施行） 

 

「いじめ防止対策推進法」は社会総がかりでいじめの問題に向き合い、 

対処をしていくための、基本的な理念や体制を定めた法律です。 

○学校や地域のいじめの問題への対応が「計画的」「組織的」に実行されます。 

○学校が、いじめの通報の窓口になります。 

○生命・身体に関わる事態について、調査組織を編成するなど「重大事態」に 

 について事実関係を調査します。 

令和４年４月 

草加市立青柳中学校 



１ いじめの定義  ＊いじめ防止対策推進法（第２条） 

 

 

 

 

 

 

(1) 留意点 

  ①苦痛の有無を本人の発言のみに限定しません。また、学校生活の中で、生徒

の表情、クラスの雰囲気等普段との相違に目を向けます。 

  ②「あるかもしれない」と想定し、常に複数の目と様々な情報を活用すること

を念頭に置いて生徒を見守ります。 

③インターネットを通じて行われる誹謗中傷や個人情報流失等については、 

日ごろの生徒指導や授業でも扱い、指導を行います。 

 

２ 取り組みの柱 

 (1) 予防・防止  ＊本方針の中心部となります 

  ①学校の教育活動全体を通じ、全ての生徒に「いじめは決して許されない」 

ことの理解を促し、道徳心、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力、社会性の育成に努めます。 

 

 (2) 早期発見   ＊以下の 3 点について生徒に理解できるよう指導します。 

  ①学校職員全員の目について 

   ・学校にいる大人全員が一人一人を守るために必要な事をいつも連絡しあい、

生徒の安全を見守っていることを理解させます。 

  ②地域の目 

   ・保護者を含め、地域全体がみんなのことを見守っており、登下校や遊んで

いるときも地域と学校が連携していることを理解させます。 

  ③子どもたちの目の活用 

   ・お互いがお互いを見守ることが青中生の義務だと理解させます。また、 

先生を含む大人へ知らせることは「正義である」ことを理解させます。 

 

 (3) 対処 

  ①被害を受けた生徒とその保護者の心情を最優先に考え、誠意を持ち速やかに

対応します。また、いじめの行為には毅然とした指導を徹底します。 

②家庭・地域との連携を図り、学校と共通した指導を図れるよう務めます。 

③被害者の保護者には事実確認と指導状況及び以後の指導方針を丁寧に伝え、 

意向を汲みながら指導を進めます。 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している

当該児童等との一定の人間関係にある他の児童等が行う心理的又は、物理的な

影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、

当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 



重大事態の発生

● 以下の３点に該当する内容があった場合は重大事態として捉える

○ 生命、身体又は財産に重大な被害が生じた場合
・自殺、身体に重大な傷害、金品等に重大な被害、精神性の疾患を発症

○ 相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている場合

・30日を目安とするが、連続した欠席の場合慎重に判断する

○ 生徒・保護者から、いじめられて重大事態に至ったと申し出があった場合

※自殺が起こった場合、文科省「自殺が起こったときの緊急手引き」参照

○ 被害の把握と共通理解

○ 調査方針・分担決定

○ 調査班編制

※事案の状況により構成班とメンバーの決定

※必要により心理等専門家をメンバーに加える

○ 事実関係の把握・共通理解

○ 指導方針の決定、指導体制の編制

○ 対応班編制

※事案・状況によりメンバーを決定

※必要により心理等専門家をメンバーに加える

管理職よりいじめ対策委員会緊急招集

○ 対応班による解決に向けた指導

※指導・支援の継続、保護者・地域との協力

○ 再発防止・未然予防対策実践

○ 現状把握・方針・実践等の見直しと改善

○ 市教育委員会へ連絡（速報）

・状況報告、連携、相談

※被害状況・事件概要

※精神的ケアの必要範囲

※保護者の申し出内容と保護者の状況

※支援室、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙ

ﾜｰｶｰ等心理専門家等の連携・活用

○ 市・県等の連携協力

・サポート機関

・教育機関

○ 指示・支援

※犯罪等に関わる場合は警察との連携

○ 被害生徒及びその保護者へ適切な情報提供

・指導方針 ・事実確認の結果 ・アンケート調査等の結果

○ 市教育委員会へ連絡（指導経過）

・状況報告、連携、相談

※ 支援室、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等との

連携も検討 → 継続支援・指導

○ 調査結果報告

※ 希望に応じて被害生徒及び

保護者の意向、所見を報告書に沿える

○ 必要に応じ外部機関との連携（警察・病院・児童相談所・民生委員等）
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○ 指示・支援

※心理専門家の派遣等の支援・解決

及び方策の指示

※調査チームの派遣について

◎いじめ発生時の対応組織図 

学年職員 担任
・・保護者

・地域在校生

校 長

市教委

外部機関
（警察・児童相談所・民生員等）

市関係機関

☆　いじめ防止対策委員会・・・年間5回定期実施

◎　生徒指導委員会・・・毎週１回定期実施（週時間割に組み込む）

＊主幹の配置がない場合は教務主任がこれに替わる。

◎　教育相談部会・・・毎週１回定期実施（週時間割に組み込む）

○構成者・・・校長・教頭・主幹教諭・各学年生徒指導担当・教育相談主任・養護教諭

○構成者・・・校長・生徒指導主任・各学年教育相談担当・養護教諭・相談員

　○常任構成者・・・校長・教頭・主幹教諭・生徒指導主任・教育相談主任・養護教諭・
　　　　　　　　　　　 スクールカウンセラー・特別支援教育コーディネーター・校長が必要と認めた外部人材

　○非常任・・・学年主任・学級担任
　＊特定の学年に対しての取組、解決課題があるときは臨時参加

 

 

 

 

◎重大事態発生時の対応組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い じ め 発 覚 

学年主任 

学級担任 



 

 

 

月 取り組み内容 

3 月 

〇アセスメント 

・校内のいじめの発生状況について 

・問題行動の発生状況について 

・解決及び未解決状況について 

・不登校状況と原因について 

4 月 

 

〇さわやか相談室利用案内 

 

5 月 
〇各種アンケートによる実態把握…いじめ対策委員会① 

〇教育相談週間 

6 月 

〇いじめ実態調査 

・Q－U 

〇ピアサポート活動呼びかけ 

7 月 

〇各種アンケートによる実態把握…いじめ対策委員会② 

〇ピアサポート学習会 

・いじめ防止キャンペーンの実施（生徒会） 

8 月 
〇1 学期の集計 

 

9 月 

 

〇教育相談週間 

 

10 月 

 

〇各種アンケートによる実態把握…いじめ対策委員会③ 

 

11 月 

 

〇社会性アンケートの実施 

 

12 月 

 

〇各種アンケートによる実態把握…いじめ対策委員会④ 

 

1 月 〇2 学期の集計 

2 月 

 

〇各種アンケートによる実態把握…いじめ対策委員会⑤ 

 

いじめ防止の取り組み 



 


